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令和４年度の調査審議等の状況 

（令和４年４月～令和５年３月） 

Ⅰ 全体 

１ 諮問・答申件数 

令和４年度の諮問件数は１，３１９件，答申件数は１，１３９件である。 

なお，平成１３年度から令和４年度までの総諮問件数は２０，８０５件，総答申件

数は１８，８６９件であり，令和４年度末時点で審議中の件数は１，１６６件である。 

○情報公開関連と個人情報保護関連の総計

［令和４年度］   （単位：件） 

諮問件数 答申件数 取下件数 

情報公開 ９７３ ８０９ ４９ 

個人情報保護 ３４６ ３３０ ５ 

合  計 １，３１９ １，１３９ ５４ 

［令和４年度］   （単位：件） 

諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 １，１４７ １，００８ ５２ 

独立行政法人等 １７２ １３１ ２ 

合  計 １，３１９ １，１３９ ５４ 

［平成１３年度～令和４年度］  （単位：件） 

諮問件数 

（a） 

答申件数 

（b） 

取下件数 

（c） 

審議中の件数 

（令和４年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １８，１１８ １６，４６８ ６２０ １，０３０ 

独立行政法人等 ２，６８７ ２，４０１ １５０ １３６ 

合  計 ２０，８０５ １８，８６９ ７７０ １，１６６ 

（注１）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

（注２）諮問件数等は，情報公開審査会（平成１７年４月１日の情報公開・個人情報保護審査会設置

法施行前の名称）の実績との累計である。以降，本資料において共通。 

１－１ 中間答申 
令和４年度においては，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２４条３項の規定

に基づく中間答申の実績はなかった。 

１－２ 取下げ 
令和４年度における諮問事件の取下げは，合計で５４件であり，その内訳は以下の

とおりである。 
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（取下げ件数及び理由の内訳）                              

諮問種別 行政機関 独立行政法人等 合計 

情報公開 ４７件 ２件 ４９件 

個人情報保護  ５件 ０件  ５件 

合計 ５２件 ２件 ５４件 

 

取下げ理由 件数   

不服申立人の自主的な取下げ ２６件  

審査会意見通知 １５件  

全部開示 ８件  

改めて開示決定等を実施 ２件  

却下 ２件  

その他 １件  

合計 ５４件  

 

 

２ 答申結果の分類 
令和４年度に出された答申件数（１，１３９件）のうち，諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，３００件（２６．３％）であ

る。 

 

 情報公開 個人情報保護 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

８２件 

（１０．１％） 

１２件 

（３．６％） 

９４件 

（８．２％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

１２７件 

（１５．７％） 

７９件 

（２３．９％） 

２０６件 

（１８．１％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
３００件 

（２６．３％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

６００件 

（７４．２％） 

２３９件 

（７２．４％） 

８４０件 

（７３．７％） 

合計 
８０９件 

（１００％） 

３３０件 

（１００％） 

１，１３９件 

（１００％） 

 
答申結果の分類 
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３ 平均処理期間・審議回数 
令和４年度の答申（１，１３９件）について，平均処理期間は３２１．１日，平均

審議回数は２．５回であり，最短の事件では５１日で処理が終了しており（令和４年度

（行個）答申第８号ないし第１２号），最長の事件では１，４２８日かかっている（令和４年

度（行情）答申第２９７号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．１回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は９か月以内で答申を出し

ており，全体の約４分の３は４００日以内に答申を出している。 

 

 
４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

令和４年度の答申（１，１３９件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）令和４年度に不服申立人等の口頭意見陳述及び諮問庁の口頭説明の聴取を地

方において行った実績はない。 

（４）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。なお，審査会発足

以降の実績は，後掲の別表のとおりである。 

 
 

５ インカメラ 
令和４年度の答申（１，１３９件）についてみると，対象文書又は対象保有個人情

報を見分したとの記載があるのは５３３件である。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書等が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された

個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イ

ンカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 
令和４年度の答申（１，１３９件）についてみると，諮問庁から情報公開・個人情

報保護審査会設置法（以下「設置法」という。）９条３項の資料（ヴォーンインデック

ス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書等の内容を整理した資料を提出している場

合がある。 
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７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

 

（諮問）                             （単位：件） 

 情報公開 個人情報保護 合 計 

不存在事件 ２５２ ５７ ３０９ 

存否応答拒否事件 ５４ １５ ６９ 

文書等の特定を争う事件 １３０ ３４ １６４ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ ０ 

行政文書等非該当事件 ３ ２ ５ 

適用除外事件 ５ ２２ ２７ 

その他事件 ５２９ ２１６ ７４５ 

合 計 ９７３ ３４６ １，３１９ 

（注１）「不存在事件」，「存否応答拒否事件」，「文書等の特定を争う事件」，「行政文書等非該当事件」， 

「適用除外事件」とは，当該特徴のみを争った諮問事件をいう。以降，本資料において共通。 

（注２）答申に至るまでに争点が変わることにより，分類が変わることがあるので，上記の数は変動す

ることがある。以降，本資料において共通。 

 

諮問件数      
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（答申） （単位：件） 

答申件数 答申結果別の内訳 

情報 

公開 

個人情

報保護 
合 計 

妥当でない 

妥当 

である

全部を 

妥当で

ない

一部妥

当でな

い 

不存在事件 １７９ ３９ ２１８ １８ １１ ７ ２００ 

存否応答拒否事件 ７８ １３ ９１ １２ ７ ５ ７９ 

文書等の特定を争う事件 ９３ ２２ １１５ １６ １１ ５ ９９ 

逆ＦＯＩＡ事件 ４ ０ ４ ２ ０ ２ ２ 

行政文書等非該当事件 ４ ２ ６ ２ ０ ２ ４ 

適用除外事件 ２ ２６ １０ ０ ０ ０ ２８ 

その他事件 ４４９ ２２８ ６７７ ２５０ ６５ １８５ ４２７ 

合 計 ８０９ ３３０ １，１３９ ３００ ９４ ２０６ ８３９ 

答申件数 

答申結果別の内訳 
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７－１ 不存在事件 

不存在事件については，令和４年度に３０９件（情報公開２５２件，個人情報保護

５７件）の諮問を受け，令和３年度以前の諮問も含め，２１８件（情報公開１７９件，

個人情報保護３９件）について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，１１件あり，情報公開関連が９件（注１），個人情報保護関連が

２件（注２）である。 

（注１）令和４年度（行情）答申第２号，第６４号，第９８号，第２３０号，第２９７号，第４３５

号，第４３７号，第５７４号及び第６５７号 

（注２）令和４年度（行個）答申第５１７３号及び第５２１０号 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，令和４年度に６９件（情報公開５４件，個人情報保

護１５件）の諮問を受け，令和３年度以前の諮問も含め，９１件（情報公開７８件，

個人情報保護１３件）について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，７件

あり，情報公開関連が５件（注１），個人情報保護関連が２件（注２）である。 

（注１）令和４年度（行情）答申第１号，第１０５号，第５１９号及び第５９５号並びに令和４年度

（独情）答申第２０号 
（注２）令和４年度（行個）答申第５１９９号及び第５２５５号 

７－３ 文書・保有個人情報の特定を争う事件 

文書・保有個人情報の特定を争う事件については，令和４年度に１６４件（情報公

開１３０件，個人情報保護３４件）の諮問を受け，令和３年度以前の諮問を含め，１

１５件（情報公開９３件，個人情報保護２２件）について答申を出している。 

この文書等の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１１件あり，情報公開関連が１０件（注１），個人情報保護関連が１件（注２）である。 

（注１）令和４年度（行情）答申第４０号，第１０２号，第４４９号，第４６３号，第４８５号，第

４８６号及び第５２７号並びに令和４年度（独情）答申第１号，第１６号及び第６４号 
（注２）令和４年度（行個）答申第５２０２号 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，令和４年度は諮問がなかった。令和３年度以前の諮問

４件（情報公開４件，個人情報保護０件）について答申を出している。 

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，令和４年度に５件（情報公開３件，個人情報保

護２件）の諮問を受け，令和３年度以前の諮問を含め，６件（情報公開４件，個人情

報保護２件）について答申を出している。 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，令和４年度に２７件（情報公開５件，個人情報保護２２

件）の諮問を受け，令和３年度以前の諮問を含め，２８件（情報公開２件，個人情報

保護２６件）について答申を出している。 
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８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，７件あり，情報公開関連が５件（注１），個人情報保護関連が２件（注２）

である。 

（注１）令和４年度（行情）答申第１号，第６７号及び第４７４号並びに令和４年度（独情）第２０

号及び第３３号 

（注２）令和４年度（行個）答申第５０１７号及び第５０９５号 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，４９件あり，情報公開関連が４８件（注１），個人情報保護関連が１件（注２）で

ある。 

（注１）令和４年度（行情）答申第２８８号，第５２５号，第６１０号ないし第６４４号及び第６４

６号ないし第６５１号並びに令和４年度（独情）答申第２１号，第２２号及び第６６号ないし

第６８号 

（注２）令和４年度（行個）答申第５２０１号 

９ 総会（委員の全員をもって構成する合議体）及び運営会議 

９－１ 総会 

令和４年度は，設置法６条２項に基づく総会は開催しなかった。 

９－２ 運営会議 

令和４年度は，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２９条に基づき，運営会議

を開催した（令和４年４月５日）。 

１０ 各部会の調査審議回数 

令和４年度における部会の開催状況は，以下のとおりである。 

調査審議回数 

第１部会 ３５回 

第２部会 ２９回 

第３部会 ３１回 

第４部会 ２６回 

第５部会 ２７回 
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（別表）答申の調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるもの 

 行情 独情 

平成１３年度 ５５  

平成１４年度 

８３，１６４，１８１，２７

９，３９５，４２６，４２７，

４２８，４２９，４３０，４６

９，５２７ 

 

平成１５年度 
３７０，４５４，５０９，５９

０，５９１ 
４４ 

平成１６年度 ３１９，４８８，５５５  

平成１７年度 
１２９，１３０，１３３，２３

０，２３１，４８８ 
９ 

平成１８年度   

平成１９年度  １０３ 

平成２０年度 ２６２  

平成２１年度 ２８８，３３０ ６，１０ 

平成２２年度   

平成２３年度   

平成２４年度 ５３７，５３８  

平成２５年度 ４２２  

平成２６年度   

平成２７年度   

平成２８年度   

平成２９年度   

平成３０年度   

令和元年度   

令和２年度   

令和３年度   

令和４年度   

（注１） 数字は答申番号である。 

（注２） 個人情報保護について，該当する答申はない。 
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Ⅱ 情報公開 

 

１ 諮問・答申件数 

令和４年度の諮問件数は９７３件，答申件数は８０９件である。 

なお，平成１３年度から令和４年度までの総諮問件数は１６，４０１件，総答申件

数は１４，８９５件であり，令和４年度末時点での審議中の件数は８５８件である。 

 

 ○情報公開関連 

［令和４年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ８４２ ７２８ ４７ 

独立行政法人等 １３１ ８１ ２ 

合  計 ９７３ ８０９ ４９ 

 

［平成１３年度～令和４年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

（令和４年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １４，９６１ １３，４１６ ５２７ ７４８ 

独立行政法人等 １，７１０ １，４７９ １２１ １１０ 

合  計 １６，４０１ １４，８９５ ６４８ ８５８ 

 

 

２ 答申結果の分類 
令和４年度に出された答申件数（８０９件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，２０９件（２５．８％）である。 

 

 行政機関 独立行政法人等 合計 

諮問庁の判断は妥当で

ないとしたもの 

７０件 

（９．６％） 

１２件 

（１４．８％） 

８２件 

（１０．１％） 

諮問庁の判断は一部妥

当でないとしたもの 

１１７件 

（１６．１％） 

１０件 

（１２．３％） 

１２７件 

（１５．７％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの）  
２０９件 

（２５．８％） 

諮問庁の判断は妥当で

あるとしたもの 

５４１件 

（７４．３％） 

５９件 

（７２．８％） 

６００件 

（７４．２％） 

合 計 
７２８件 

（１００％） 

８１件 

（１００％） 

８０９件 

（１００％） 
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答申結果の内訳 

 

 

 

３ 平均処理期間・審議回数 
令和４年度の答申（８０９件）について，平均処理期間は３２０．９日，平均審議

回数は２．６回であり，最短の事件では５６日で処理が終了しており（令和４年度（行

情）答申第５７７号），最長の事件では１，４２８日かかっている（令和４年度（行情）答申

第２９７号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．１回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は９か月以内で答申を出し

ており，全体の約４分の３は４００日以内に答申を出している。 

 

 

 

 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 
令和４年度の答申（８０９件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。 
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５ インカメラ 
令和４年度の答申（８０９件）についてみると，対象文書を見分したとの記載があ

るのは３７６件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象

文書が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された

個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イ

ンカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 
令和３年度の答申（８０９件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料

（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理した資料を提出している場合

がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 
不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 ２５２ １７９ １６ ９ ７ １６３ 

存否応答拒否事件 ５４ ７８ １０ ５ ５ ６８ 

文書の特定を争う事件 １３０ ９３ １５ １０ ５ ７８ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ４ ２ ０ ２ ２ 

行政文書等非該当事件 ３ ４ ０ ０ ０ ４ 

適用除外事件 ５ ２ ０ ０ ０ ２ 

その他事件 ５２９ ４４９ １６６ ５８ １０８ ２８３ 

合 計 ９７３ ８０９ ２０９ ８２ １２７ ６００ 
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答申結果別の内訳 

 

 

 

７－１ 不存在事件 
不存在事件については，令和４年度に２５２件の諮問を受け，令和３年度以前の諮

問も含め，１７９件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，９件（注）である。 

（注）令和４年度（行情）答申第２号，第６４号，第９８号，第２３０号，第２９７号，第４３５号，

第４３７号，第５７４号及び第６５７号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 
存否応答拒否事件については，令和４年度に５４件の諮問を受け，令和３年度以前

の諮問も含め，７８件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，５件

（注）である。 

（注）令和４年度（行情）答申第１号，第１０５号，第５１９号及び第５９５号並びに令和４年度

（独情）答申第２０号 
 

７－３ 文書の特定を争う事件 
文書の特定を争う事件については，令和４年度に１３０件の諮問を受け，令和３年

度以前の諮問を含め，９３件について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１０件（注）である。 

（注）令和４年度（行情）答申第４０号，第１０２号，第４４９号，第４６３号，第４８５号，同第

４８６号及び第５２７号並びに令和４年度（独情）答申第１号，第１６号及び第６４号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 
処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，令和４年度は諮問がなかった。令和３年度以前の諮問

４件について答申を出している。 
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７－５ 行政文書等非該当事件 
行政文書等非該当事件については，令和４年度に３件の諮問を受け，令和３年度以

前の諮問も含め，４件の答申を出している。 

 

７－６ 適用除外事件 
適用除外事件については，令和４年度に５件の諮問を受け，令和３年度以前の諮問

も含め，２件の答申を出している。 

 

 

８ その他 
原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については次のと

おりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，５件（注）である。 

（注）令和４年度（行情）答申第１号，第６７号及び第４７４号並びに令和４年度（独情）答申第２

０号及び３３号 

 

８－２ 形式上の不備 
形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，４８件（注）である。 

（注）令和４年度（行情）答申第２８８号，第５２５号，第６１０号ないし第６４４号及び第６４６

号ないし第６５１号並びに令和４年度（独情）答申第２１号，第２２号及び第６６号ないし第６

８号 
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Ⅲ 個人情報保護 

 

１ 諮問・答申件数 

令和４年度の諮問件数は３４６件，答申件数は３３０件である。 

なお，平成１７年度から令和４年度までの総諮問件数は４，４０４件，総答申件数は

３，９７４件であり，令和４年度末時点で審議中の件数は３０８件である。 

 

○個人情報保護関連 

[令和４年度]                   （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ３０５ ２８０ ５ 

独立行政法人等 ４１ ５０ ０ 

合  計 ３４６ ３３０ ５ 

 

     （単位：件） 

 行政機関 独立行政法人等 

諮問件数 答申件数 取下件数 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 ２４８ ２２４ ５ ３７ ４９ ０ 

訂正請求関連 ４４ ３４ ０ ４ １ ０ 

利用停止請求関連 １３ ２２ ０ ０ ０ ０ 

合 計 ３０５ ２８０ ５ ４１ ５０ ０ 

 

 

［平成１７年度～令和４年度］                   （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

(令和４年度末) 

（a-b-c） 

行政機関 ３，４２７ ３，０５２ ９３ ２８２ 

 開示請求 ３，０３９ ２，７１６ ８７ ２３６ 

 訂正請求 ２７３ ２２９ ４ ４０ 

 利用停止請求 １１５ １０７ ２ ６ 

独立行政法人等 ９７７ ９２２ ２９ ２６ 

 開示請求 ８４０ ７９２ ２６ ２２ 

 訂正請求 １１２ １０５ ３ ４ 

 利用停止請求 ２５ ２５ ０ ０ 

合  計 ４，４０４ ３，９７４ １２２ ３０８ 

 開示請求 ３，８７９ ３，５０８ １１３ ２５８ 

 訂正請求 ３８５ ３３４ ７ ４４ 

 利用停止請求 １４０ １３２ ２ ６ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 
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２ 答申結果の分類 
令和４年度に出された答申件数（３３０件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないとし

たもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，９１件（２７．６％）である。 
 

 行政機関 独立行政法人等 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

１１件 

（３．９％） 

１件 

（２．０％） 

１２件 

（３．６％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

７６件 

（２７．１％） 

３件 

（６．０％） 

７９件 

（２３．９％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
９１件 

（２７．６％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

１９３件 

（６８．９％） 

４６件 

（９２．０％） 

２３９件 

（７２．４％） 

合 計 
２８０件 

（１００％） 

５０件 

（１００％） 

３３０件 

（１００％） 

 

答申結果の内訳 

 

 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

令和４年度の答申（３３０件）について，平均処理期間は３２１．６日，平均審議回

数は２．５回であり，最短の事件では５１日で処理が終了しており（令和４年度（行個）

答申第８号ないし第１２号），最長の事件では１，３４０日かかっている（令和４年度（行

個）答申第５１８７号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は，２．０回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は９か月以内で答申を出して

おり，全体の約４分の３は４００日以内に答申を出している。 
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４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 
令和４年度の答申（３３０件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を聴

取したとする記載のあるものはなく，諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のある

ものもない。また，調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものもない。 

 

 

５ インカメラ 
令和４年度の答申（３３０件）についてみると，対象保有個人情報を見分したとの記

載があるのは１５７件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象保有個人情報の見分」等と記載されている答申数である。

対象保有個人情報が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に

記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の

性格上インカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 
令和４年度の答申（３３０件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料

（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的に，

あるいは事務局の要請に応じて対象保有個人情報の内容を整理した資料を提出している場合がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 
不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおりで

ある。 
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（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 ５７ ３９ ２ ２ ０ ３７ 

存否応答拒否事件 １５ １３ ２ ２ ０ １１ 

保有個人情報の特定を争う事件 ３４ ２２ １ １ ０ ２１ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

保有個人情報非該当事件 ２ ２ ２ ０ ２ ０ 

適用除外事件 ２２ ２６ ０ ０ ０ ２６ 

その他事件 ２１６ ２２８ ８４ ７ ７７ １４４ 

合 計 ３４６ ３３０ ９１ １２ ７９ ２３９ 

                                 

 

 

答申結果別の内訳  
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７－１ 不存在事件 
不存在事件については，令和４年度で５７件の諮問を受け，令和３年度以前の諮問も

含め，３９件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（個人情報が存在

するとしたもの等）は，２件（注）である。 

（注）令和４年度（行個）答申第５１７３号及び第５２１０号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 
存否応答拒否事件については，令和４年度に１５件の諮問を受け，令和３年度以前の

諮問も含め，１３件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，２件

（注）である。 

（注）令和４年度（行個）答申第５１９９号及び第５２５５号 

 

７－３ 保有個人情報の特定を争う事件 

保有個人情報の特定を争う事件については，令和４年度に３４件の諮問を受け，令和

３年度以前の諮問を含め，２２件について答申を出している。 

この保有個人情報の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたも

のは，１件（注）である。 

（注）令和４年度（行個）答申第５２０２号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 
処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，令和４年度に諮問を受けておらず，答申も出していな

い。 

 

７－５ 保有個人情報非該当事件 
保有個人情報非該当事件については，令和４年度に２件の諮問を受け，令和３年度以

前の諮問も含め，２件の答申を出している。 

 

７－６ 適用除外事件 
適用除外事件については，令和４年度に２２件の諮問を受け，令和３年度以前の諮問

を含め，２６件について答申を出している。 

 

 

８ その他 
原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

 

８―１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきとし

た答申は，２件（注）である。 

（注）令和４年度（行個）答申第５０１７号及び第５０９５号 

 

８―２ 形式上の不備 
形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答申
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は，１件（注）である。 

（注）令和４年度（行個）答申第５２０１号 
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Ⅳ  付言の実績 

当審査会では，答申において，諮問庁（又は処分庁）における情報公開・個人情報保護

制度の運用が不適切である場合や，同制度の運用そのものの問題ではないとしても，同制

度の円滑かつ適切な運用を行うために必要な措置について付言を行うことがある。 

令和４年度の答申を整理すると，１７２件の答申において付言がみられ，開示決定等の

理由の提示など１４の項目にわたって意見が述べられている。 

主な項目別件数としては，開示決定等の理由の提示に関する付言（８１件）が最も多く，

続いて，諮問の遅れ・早期諮問に関する付言（２８件），開示決定等通知書の不適切な記

載に関する付言（１９件），開示決定等における対象文書の表記に関する付言（１８件）

などという順になっている。 

各項目の主な付言の該当部分は，以下のとおりである。 

（注） 一つの答申において，複数の項目にわたって付言しているものもある。 

 

１） 開示決定等の理由の提示について付言したもの（８１件） 

・ 本件不開示決定通知書には，不開示とした理由について，「請求に係る行政文書を保

有していないため。」と記載されているところ，一般に，文書の不存在を理由とする不

開示決定に際しては，単に対象文書を保有していないという事実を示すだけでは足りず，

対象文書を作成又は取得していないのか，あるいは作成又は取得した後に，廃棄又は亡

失したのかなど，なぜ当該文書が存在しないかについても，理由として付記することが

求められる。 

したがって，原処分における理由付記は，行政手続法８条１項の趣旨に照らし，適切

さを欠くものであり，処分庁においては，今後の対応において，上記の点について留意

すべきである。 

（令和４年度（行情）答申第３４号） 

・ 当審査会において諮問書に添付された開示決定通知書を確認したところ，不開示維持

部分２が記録された文書名として，「決定書案」，「審査メモ」，「メモ書き」及び「審査

資料」との記載が認められ，当該部分に係る不開示の理由として，「センター内部の検

討に関する情報であり，このような情報を開示すると，率直な意見交換がなされなくな

り，その結果①センター内部における率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が損

なわれ（６号），②民事法律扶助業務の適正な遂行に支障を及ぼす（７号柱書き）おそ

れがあるものである」との記載が認められる。 

原処分においては，上記文書のうち「審査メモ」，「メモ書き」及び「審査資料」につ

いて，頁の全てを不開示情報に該当するとしていることから，上記不開示理由のみでは，

開示実施文書を入手したとしても，センター内部の検討に関する情報であるとされた当

該各頁が，どのような趣旨で作成され又は構成される文書なのか等を推測できないが，

当該部分について，諮問庁は，上記２（２）イ（ア）及び（イ）のとおり説明できるの

であるから，処分庁においては，今後の開示請求への対応に当たり，不開示とした具体

的な理由を明確に示すよう留意すべきである。 
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（令和４年度（独個）答申第７号） 

など 

 

２）諮問の遅れ・早期諮問について付言したもの（２８件） 

・ 本件諮問は，異議申立て後，１５年以上が経過してから行われている。 

  上記の点につき，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁から，

法施行後，本件を含め短期間に大量の情報公開請求が外務省に対して行われ，その後の

開示決定に対し多くの異議申立てがあり，審査会に対し案件ごとに調査・検討の上，順

次諮問を行ってきたため，時間を要したとの説明があった。 

  しかしながら，本件異議申立ての趣旨及び理由に照らしても，諮問を行うまでにこれ

ほどまでの長期間を要するものとは到底考え難く，本件諮問は，遅きに失したといわざ

るを得ない。 

このような対応は，「簡易迅速な手続」による処理とはいえず，行政不服審査制度の

存在意義を否定しかねない極めて不適切なものである。 

諮問庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立事件における処理に当たって，

迅速かつ的確な対応が強く望まれる。 

（令和４年度（行情）答申第３９８号） 

など 

 

３）開示決定等通知書の不適切な記載について付言したもの（１９件） 

・ 本件においては，上記２のとおり，本来は法８条の規定により開示請求を拒否すべき

であったが，その点を措いたとしても，本件の原処分には，以下のとおり，不適切な点

があったと認められる。 

すなわち，上記第３の５において，諮問庁が誤記載であったと説明するとおり，処分

庁は，本件対象文書に含まれていない情報について，原処分に係る開示決定通知書の

「２ 不開示とした部分とその理由」欄に不開示部分として記載しており，不開示とし

た部分の提示として不適切である。 

原処分は，慎重さに欠ける不適切な対応であったといわざるを得ず，今後，処分庁に

おいては，開示決定等に当たって，同様の事態が生じないよう，正確かつ慎重な対応が

望まれる。 

（令和４年度（行情）答申第７６号） 

・ 審査請求人は，意見書において，原処分の決定通知書において審査請求に関する教示

がなく，不適法な諮問である旨主張していると解される。 

原処分に係る法人文書開示決定通知書の写しを確認したところ，原処分は，令和３年

に行われているにもかかわらず，「開示しないこととされた部分について，不服がある

場合には，行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により，この決

定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に，国立大学法人旭川医科大

学長に対して異議申立てをすることができます。」との教示がなされ，平成２６年に全

面改正され，平成２８年に施行された行政不服審査法（以下「改正行審法」という。）
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に対応した内容となっていない。 

この点につき，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，改正前の行政

不服審査法に基づき，原処分において誤った教示をしてしまったとのことであった。 

本件審査請求に係る手続については，改正行審法に基づき行われているところ，本件

においては，原処分に係る法人文書開示決定通知書に記載の教示付記は，適切さを欠く

ものであり，処分庁においては，今後，開示決定等における教示等の処理に当たっては，

適切な対応に留意すべきである。 

（令和４年度（独情）答申第５３号） 

など 

 

４）開示決定等における対象文書の表記について付言したもの（１８件） 

・ 別紙に掲げる文書のうち，文書２１については，原処分において具体的な文書名が明

らかにされていないが，本来，特段の支障がない限り，開示決定通知書には，文書の名

称を具体的に記載すべきであるから，処分庁においては，今後，この点に留意して適切

に対応することが望まれる。 

（令和４年度（行情）答申第１３９号） 

・ 原処分１ないし原処分４に係る各行政文書開示決定通知書を確認したところ，「開示

する行政文書の名称」欄には，全て「平成●年度における特許庁職員の死去に関する死

亡届等」と記載されており，あたかも原処分１ないし原処分４において全て同種の文書

を特定したかのような誤解を招く記載となっている。 

しかし，原処分１，原処分２及び原処分４では死亡届の写し（死亡診断書（死体検案

書）を含む。）が特定されており，原処分３では除籍謄本が特定されている。 

行政文書開示決定通知書の「開示する行政文書の名称」欄の不明確な記載は，どのよ

うな行政文書が開示決定等されたのかに関する開示請求者の正確な理解を妨げ，ひいて

は，開示請求者の正当な権利を損なうおそれがある。 

したがって，処分庁は，原処分において，特段の支障がない限り，本件対象文書の具

体的な文書名を特定する必要があったというべきであり，今後，法９条１項の趣旨を踏

まえ，行政文書開示決定通知書には原則として具体的な文書名を明示すべきである。 

（令和４年度（行情）答申第４０４号ないし同第４０７号） 

など 

 

５）文書管理について付言したもの（８件） 

・ 本件における審査請求人の相談への対応に関しては，通常であれば作成されるべき定

着支援に係る指導記録等の文書が作成されていない。また，審査請求人から手交された

相談文書も，適切に保管されず廃棄されている。適正な公文書管理は，情報公開・個人

情報保護制度の運用の基礎をなすものであり，文書の作成・管理について遺漏のない対

応を行うことが望まれる。 

（令和４年度（行個）答申第５２２８号） 

など 
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６）補正に関する対応について付言したもの（７件） 

・ 開示請求書の宛名欄に「総務大臣」と記載されたことについて，処分庁は，本件対象

保有個人情報は，四国総合通信局で保有しているため，開示請求書の補正を求め，四国

総合通信局長に開示請求するよう説明をすべきであったと考えられる。 

今後，処分庁においては，開示請求者に対する，適切な説明が望まれる。 

（令和４年度（行個）答申第５１４７号） 

など 

 

７）情報提供について付言したもの（７件） 

・ 本件各開示請求は，開示請求者本人に係る情報の開示を求めるものであるから，処分

庁は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づく開示請求をするよう教

示すべきであったといえる。今後，開示請求に係る事務手続において，適切な教示をす

るなど，的確な対応が望まれる。 

（令和４年度（行情）答申第２３９号及び同第２４０号） 

など 

 

８）開示・不開示の判断について付言したもの（６件） 

・ 本件審査請求に係る当審査会の判断は上記２のとおりであるが，行政文書が公表され

ているということのみをもって開示請求の対象に該当しないと判断するのは誤りであり，

処分庁は，本来，開示請求者（審査請求人）に対し，当該文書に係る情報提供及び確認

等を行うべきであったのであるから，処分庁においては，今後，この点に留意して適切

に対応することが望まれる。 

（令和４年度（行情）答申第１４号） 

・ 本件開示請求は，特定の児童生徒を名指しし，当該児童生徒の機微な情報を含む法人

文書の開示を求めるものであって，処分庁はその対応に当たっては慎重な判断が求めら

れたというべきである。 

本件審査請求に係る当審査会の判断は，上記２のとおりであるが，児童生徒の個人情

報を衆目にさらすに等しい原処分は甚だ不適切であったといわざるを得ず，処分庁にお

いては，今後，同様のことがないよう，丁寧かつ適切に対応することが望まれる。 

（令和４年度（独情）答申第１４号） 

など 

 

９）開示の実施手続について付言したもの（５件） 

・ 本件においては，上記３（１）のとおり，本来不開示とすべき被告人の氏名の一部を

誤って開示実施したものであり，処分庁は，今後，開示の実施に当たっては，同様の事

態を生じさせないよう，正確かつ慎重な対応をすべきである。 

（令和４年度（行情）答申第５９６号） 

など 
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１０）開示決定の迅速・的確化について付言したもの（５件） 

・ 当審査会において原処分に係る行政文書開示請求書の写し，開示決定等の期限の延長

について（通知）の写し及び行政文書不開示決定通知書の写しを確認したところ，原処

分は開示決定等の延長後の期限である令和３年６月２１日を超えた同年７月１６日に行

われている。 

開示決定等の延長期限を超えて開示決定した理由について，諮問庁は理由説明書で説

明し，開示請求の手続が不適切であったことを認めているところ，今後，このような問

題が生じないよう，法に基づき適切に対応すべきである。 

（令和４年度（行情）答申第３５６号） 

など 

 

１１）文書等の特定について付言したもの（３件） 

・ 本件文書１の１枚目及び本件文書３の２枚目（別表１の一連番号１及び一連番号２に

掲げる部分並びに別表２の一連番号１２に掲げる部分）については，上記２（２）アの

とおり，審査請求人を本人とする保有個人情報に該当すると判断したものの，審査請求

人が開示を求めたのは，諮問書に添付された「保有個人情報（開示）請求書の補正書」

によれば，「私（審査請求人）が提出した被相続人特定個人Ｄ（特定日死亡）に係る相

続税申告書及び添付書類に関する次の書類（以下省略）」であることからすれば，審査

請求人以外の共同相続人が提出した相続税の申告書及び添付書類に関する決議書である

本件文書１の１枚目及び本件文書３の２枚目は，そもそも開示請求の対象には該当しな

かったものと認められる。処分庁においては，今後，開示請求の対象ではない保有個人

情報を特定することのないよう，適切に対応することが望まれる。 

（令和４年度（行個）答申第５０２３号） 

など 

 

１２）審査会への対応について付言したもの（２件） 

・ 本件の理由説明書は，上記第３のとおり，不開示箇所の誤記や原処分で開示されてい

る部分を新たに開示するなど，記載に不備が散見されるところであり，諮問庁は，諮問

に当たり，理由説明書を作成する際は，記載に事実誤認等がないか十分精査するなど，

適切に処理することが望まれる。 

（令和４年（行情）答申第４４６号及び同第４４７号） 

 

１３）移送について付言したもの（２件） 

・ 本件移送に関し，移送庁から処分庁に送付された文書（「開示請求に係る事案の移送

について」）においては，開示請求に係る行政文書名として，開示請求書に記載された

本件請求文書の表記がそのまま記載されており，具体的な行政文書の名称が明らかにさ

れていない。 

法１２条１項に基づく事案の移送については，移送をする行政機関の長において開示
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請求対象文書を特定し，当該特定された文書の開示・不開示の判断を他の行政機関の判

断に委ねる方が適当な場合に，移送されるものであるところ，移送の際に，移送に係る

文書の名称が明示されている必要がある。移送をする行政機関の長は，開示請求に係る

行政文書について必要な補正等を行うとともに，開示請求に係る文書を保有していない

場合には不開示決定を行うなど必要な開示決定等を行わなければならない。また，移送

を受ける行政機関は，同項に基づく移送の協議において，開示請求の対象となる行政文

書が一義的に特定されているか確認しなければならない。移送庁及び処分庁は，今後の

対応において，この点につき留意すべきである。 

（令和４年度（行情）答申第３８６号） 

など 

１４）その他（１件） 

・ 諮問庁は，原処分により，審査請求人が先行処分に対する審査請求によって得られる

法律上の利益は消滅したと判断し，裁決において先行処分に対する審査請求を却下して

いる。 

しかしながら，原処分に対して本件審査請求がなされ，原処分後に先行処分に対する

審査請求を却下せず諮問していればここまでの時間を要することにならずに済んだ旨の

主張が意見書においてなされていることに鑑みれば，諮問庁は，裁決において直ちに先

行処分に対する審査請求を却下するのではなく，原処分を経てもなお先行処分に対する

審査請求を維持するか審査請求人に意向を確認すべきであったといえ，今後，諮問庁に

おいては，同様の事態が生じないよう，適切な対応が望まれる。 

（令和４年度（行情）答申第１９２号） 
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【参考】令和４年度に付言を行った答申一覧 

区  分 答 申 番 号 

１）開示決定等の理由の提示につ

いて付言したもの（８１件） 

 

令和４年度（行情）答申第３４号 

令和４年度（行情）答申第４７号 

令和４年度（行情）答申第７９号 

令和４年度（行情）答申第８７号 

令和４年度（行情）答申第９７号 

令和４年度（行情）答申第１４１号 

令和４年度（行情）答申第１４３号 

令和４年度（行情）答申第１４６号 

令和４年度（行情）答申第１４７号 

令和４年度（行情）答申第１８０号 

令和４年度（行情）答申第２０１号 

令和４年度（行情）答申第２０２号 

令和４年度（行情）答申第２１７号 

令和４年度（行情）答申第２３１号 

令和４年度（行情）答申第２３４号 

令和４年度（行情）答申第２３６号 

令和４年度（行情）答申第２５３号 

令和４年度（行情）答申第２７２号 

令和４年度（行情）答申第２７５号 

令和４年度（行情）答申第３２９号 

令和４年度（行情）答申第３９４号 

令和４年度（行情）答申第４２７号 

令和４年度（行情）答申第４２８号 

令和４年度（行情）答申第４３０号 

令和４年度（行情）答申第４３６号 

令和４年度（行情）答申第４６５号 

令和４年度（行情）答申第４８２号 

令和４年度（行情）答申第４８３号 

令和４年度（行情）答申第５５１号 

令和４年度（行情）答申第５７６号 

令和４年度（行情）答申第６７５号 

令和４年度（行情）答申第６７７号 

令和４年度（行情）答申第６７８号 

令和４年度（行情）答申第６７９号 

令和４年度（行情）答申第６８０号 

令和４年度（行情）答申第６９７号 

令和４年度（行情）答申第６９８号 
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令和４年度（行情）答申第７０４号 

令和４年度（行情）答申第７０５号 

令和４年度（行情）答申第７０６号 

令和４年度（行情）答申第７０７号 

令和４年度（行情）答申第７０８号 

令和４年度（行情）答申第７０９号 

令和４年度（独情）答申第１８号 

令和４年度（独情）答申第２３号 

令和４年度（独情）答申第４０号 

令和４年度（独情）答申第４７号 

令和４年度（独情）答申第６５号 

令和４年度（行個）答申第５０７３号 

令和４年度（行個）答申第５０９４号 

令和４年度（行個）答申第５１１２号 

令和４年度（行個）答申第５１６８号 

令和４年度（行個）答申第５１６９号 

令和４年度（行個）答申第５１９３号 

令和４年度（行個）答申第５１９４号 

令和４年度（行個）答申第５１９６号 

令和４年度（行個）答申第５２１０号 

令和４年度（行個）答申第５２４０号 

令和４年度（独個）答申第７号 

令和４年度（独個）答申第５００１号 

令和４年度（独個）答申第５００２号 

令和４年度（独個）答申第５００３号 

令和４年度（独個）答申第５００９号 

令和４年度（独個）答申第５０１４号 

令和４年度（独個）答申第５０１５号 

令和４年度（独個）答申第５０１６号 

令和４年度（独個）答申第５０１９号 

令和４年度（独個）答申第５０２０号 

令和４年度（独個）答申第５０２６号 

令和４年度（独個）答申第５０２７号 

令和４年度（独個）答申第５０２８号 

令和４年度（独個）答申第５０３０号 

令和４年度（独個）答申第５０３１号 

令和４年度（独個）答申第５０３２号 

令和４年度（独個）答申第５０３３号 

令和４年度（独個）答申第５０３４号 
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令和４年度（独個）答申第５０３７号 

令和４年度（独個）答申第５０３８号 

令和４年度（独個）答申第５０４０号 

令和４年度（独個）答申第５０４１号 

令和４年度（独個）答申第５０４３号 

２）諮問の遅れ・早期諮問につい

て付言したもの（２８件） 

令和４年度（行情）答申第８３号 

令和４年度（行情）答申第９５号 

令和４年度（行情）答申第１２０号 

令和４年度（行情）答申第１３９号 

令和４年度（行情）答申第１４６号 

令和４年度（行情）答申第１６１号 

令和４年度（行情）答申第１８７号 

令和４年度（行情）答申第２３５号 

令和４年度（行情）答申第２３６号 

令和４年度（行情）答申第２３９号 

令和４年度（行情）答申第２４０号 

令和４年度（行情）答申第２６６号 

令和４年度（行情）答申第３５４号 

令和４年度（行情）答申第３６５号 

令和４年度（行情）答申第３８９号 

令和４年度（行情）答申第３９７号 

令和４年度（行情）答申第３９８号 

令和４年度（行情）答申第４４３号 

令和４年度（行情）答申第５３４号 

令和４年度（行情）答申第５５８号 

令和４年度（行情）答申第５６８号 

令和４年度（行情）答申第５６９号 

令和４年度（行情）答申第５７７号 

令和４年度（行情）答申第６７７号 

令和４年度（行情）答申第６７８号 

令和４年度（行情）答申第６７９号 

令和４年度（行情）答申第６９７号 

令和４年度（行情）答申第７０３号 

３）開示決定等通知書の不適切な

記載について付言したもの（１９

件） 

令和４年度（行情）答申第２号 

令和４年度（行情）答申第７６号 

令和４年度（行情）答申第２５４号 

令和４年度（行情）答申第３６３号 

令和４年度（行情）答申第３６６号 

令和４年度（行情）答申第３６７号 
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令和４年度（行情）答申第３９９号 

令和４年度（独情）答申第３９号 

令和４年度（独情）答申第４５号 

令和４年度（独情）答申第５３号 

令和４年度（行個）答申第５００８号 

令和４年度（行個）答申第５０１９号 

令和４年度（行個）答申第５１７０号 

令和４年度（行個）答申第５１７１号 

令和４年度（独個）答申第５１７２号 

令和４年度（行個）答申第５１９２号 

令和４年度（行個）答申第５２３１号 

令和４年度（独個）答申第５００１号 

令和４年度（独個）答申第５００２号 

４）開示決定等における対象文書

の表記について付言したもの（１

８件） 

令和４年度（行情）答申第１９号 

令和４年度（行情）答申第１２１号 

令和４年度（行情）答申第１２３号 

令和４年度（行情）答申第１２８号 

令和４年度（行情）答申第１３２号 

令和４年度（行情）答申第１３３号 

令和４年度（行情）答申第１３９号 

令和４年度（行情）答申第３９７号 

令和４年度（行情）答申第４０４号 

令和４年度（行情）答申第４０５号 

令和４年度（行情）答申第４０６号 

令和４年度（行情）答申第４０７号 

令和４年度（行情）答申第５３６号 

令和４年度（行個）答申第５０８１号 

令和４年度（行個）答申第５１２５号 

令和４年度（行個）答申第５１６２号 

令和４年度（独個）答申第５０１２号 

令和４年度（独個）答申第５０１３号 

５）文書管理について付言したも

の（８件） 

令和４年度（行情）答申第１０号 

令和４年度（行情）答申第１１９号 

令和４年度（行情）答申第１８３号 

令和４年度（行情）答申第１８４号 

令和４年度（行情）答申第１８５号 

令和４年度（行情）答申第１８６号 

令和４年度（行情）答申第４６７号 

令和４年度（行個）答申第５２２８号 
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６）補正に関する対応について付

言したもの（７件） 

令和４年度（行情）答申第２５４号 

令和４年度（行情）答申第３２９号 

令和４年度（行情）答申第４３３号 

令和４年度（行情）答申第５７５号 

令和４年度（独情）答申第７５号 

令和４年度（行個）答申第５１４７号 

令和４年度（独個）答申第５０１４号 

７）情報提供について付言したも

の（７件） 

令和４年度（行情）答申第２３９号 

令和４年度（行情）答申第２４０号 

令和４年度（行情）答申第３３３号 

令和４年度（行情）答申第３５０号 

令和４年度（行情）答申第４６７号 

令和４年度（行情）答申第５３０号 

令和４年度（独情）答申第３号 

８）開示・不開示の判断について

付言したもの（６件） 

令和４年度（行情）答申第１４号 

令和４年度（行情）答申第１７９号 

令和４年度（行情）答申第２２７号 

令和４年度（独情）答申第１４号 

令和４年度（独情）答申第３１号 

令和４年度（行個）答申第５０３５号 

９）開示の実施手続について付言

したもの（５件） 

令和４年度（行情）答申第６３号 

令和４年度（行情）答申第５９６号 

令和４年度（行情）答申第６９３号 

令和４年度（独情）答申第７５号 

令和４年度（独情）答申第７９号 

１０）開示決定の迅速・的確化に

ついて付言したもの（５件） 

令和４年度（行情）答申第３５６号 

令和４年度（行情）答申第４９７号 

令和４年度（行情）答申第５５４号 

令和４年度（行情）答申第６９３号 

令和４年度（独情）答申第１３号 

１１）文書等の特定について付言

したもの（３件） 

令和４年度（行情）答申第１６９号 

令和４年度（行個）答申第５０２３号 

令和４年度（独個）答申第５０４３号 

１２）審査会への対応について付

言したもの（２件） 

令和４年度（行情）答申第４４６号 

令和４年度（行情）答申第４４７号 

１３）移送について付言したもの

（２件） 

令和４年度（行情）答申第２号 

令和４年度（行情）答申第３８６号 

１４）その他（１件） 令和４年度（行情）答申第１９２号 
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（注） 令和４年度（行情）答申第２号，第１３９号，第１４６号，第２３６号，第２３９号及び第２４

０号，第２５４号，第３２９号，第３９７号，第４６７号，第６７７号ないし第６７９号，第６９

３号，第６９７号，令和４年度（独情）答申第７５号並びに令和４年度（独個）答申第５００１号，

第５００２号，第５０１４号，第５０４３号においては，複数の項目にわたって付言している。 
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